
（様式１）
令和　年　月　日

横浜市契約事務受任者

住所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　


参 加 意 向 申 出 書




　次の件について、プロポーザルの参加を申し込みます。

[bookmark: _Hlk191979519]件名：令和７年度　防災人材育成実施支援業務委託   








連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E－mail






（様式２）
令和　　年　　月　　日　

横浜市契約事務受任者


住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印　

誓　約　書

下記の資格要件については、事実と相違ないことを誓約します。

記
[bookmark: _Hlk191486762]１ 令和７、８年度横浜市一般競争入札参加者有資格名簿（物品・委託等）に登録され、下記の要件を満たすこと。なお、令和７、８年度横浜市一般競争入札参加有資格者名簿に未だ登載されていないが、「参加意向申出書（様式１）」を提出した時点で現に申請中であり、受託候補者の特定までの間において下記種目及び細目にて登載が完了している場合は可とする。
[bookmark: _Hlk191128705][bookmark: _Hlk194603538]ア 登録種目「イベント企画運営等」の細目Ａ「イベント企画」を登録していること。
イ 登録種目「各種調査企画」の細目Ｂ「コンサルティング（建設コンサル等を除く）」を登録　　
[bookmark: _GoBack]　 していること。
２　参加意向申出書の提出期限から受託者候補者の特定の日まで、「横浜市指名停止等措  
置要綱（平成16年４月１日）」の規定による停止措置を受けていないこと。
３　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167 条の４の規定に該当していないこと。
４　成年被後見人、被保佐人、被補助人及び未成年でないこと。
５　破産法（平成16年法律第75号）に基づき、破産宣告を受け、復権していない者でないこと。
６　銀行取引停止処分を受けている者でないこと。
７　会社更生法（平成14年法律第 154 号）に基づく再生手続き開始の申立又は民事再生  
（平成11年法律第225号）に基づく再生手続きの申立がなされている者（更正又は再 
生の手続開始の決定がなされている者で履行不能に陥るおそれがないと横浜市が認め  
たものを除く。）でないこと。
８　横浜市暴力団排除条例（平成23年12月横浜市条例第51号）第２条第２号に規定する暴団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者ではないこと。
９　神奈川県暴力団排除条例（平成22年12月神奈川県条例第75号）第23条第１項又は第２項に違反している事実がない者であること。
10　共同事業体（当該業務を共同連携して行うことを目的に結成した共同体）である場合、次の条件を満たすこと。 
ア  幹事者を定め、その幹事者は、上記(1)～(9)の条件をすべて満たすこと。 
イ  構成員は上記(2)～(9)の条件をいずれも満たすこと。 
ウ  幹事者は、全構成員の代表者名を記載し、それぞれの代表者印を押印した共同事業体の協定書を締結すること。押印する幹事者の印は、契約時に使用するものと同一のものを使用すること。
エ  構成員の分担業務が、業務内容により「共同事業体協定書」において明らかであること。 
オ 「共同事業体」の各構成員は、当該業務について提案を行う他の共同事業体の構成員になっていないこと。また、共同事業体の構成員は、単体の企業として参加していないこと。
11　本業務の完了までの履行が可能なこと。
























（様式３）

令和　　年　　月　　日　

横浜市契約事務受任者


住所　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　
質　問　書
件名： 令和７年度　防災人材育成実施支援業務委託
	質 問 事 項

	

















　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答の送付先　　　　
担当部署　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail　　　　　　　　　　　　　　　　
注：質問がない場合は質問書の提出は不要です。
（様式４）

令和　年　月　日

横浜市契約事務受任者

住所
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　


　提　案　書



　次の件について、提案書を提出します。

件名：令和７年度　防災人材育成実施支援業務委託　　







連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ
E－mail








（様式５）
■会社の概要及び会社・総括責任者の類似業務実績
	企業（団体）名称
	

	所在地
	

	代表者氏名
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	従業員数
	

	事業内容
	

	会社の類似業務実績
	

	総括責任者名
	

	総括責任者の類似業務実績
	




（様式６）
【提案内容】※Ａ４版縦、２頁以内
	







（様式７）1/3
2/3

[bookmark: _Hlk190976231]ワークライフバランス、障害者雇用、健康経営に関する取組

ワークライフバランス等に関する取組について、該当するものにチェックを付けてください。
	
	項　　目
	有
	無

	１
	次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定
	策定し労働局に届出している（従業員101人未満の場合）
	☐
	策定していない、又は策定しているが従業員101人以上
	☐

	２
	女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画の策定
	策定し労働局に届出ている（従業員101人未満の場合）
	☐
	策定していない、又は策定しているが従業員101人以上
	☐

	３
	次世代育成支援対策推進法による認定（くるみんマーク）、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定（えるぼし認定、プラチナえるぼし認定）、又は、よこはまグッドバランス賞の認定
	いずれかについて認定されている
	☐
	いずれも認定されていない
	☐

	４
	青少年の雇用の促進等に関する法律に基づくユースエール認定
	認定されている
	☐
	認定されていない
	☐

	５
	障害者雇用促進法に基づく法定雇用率2.5％の達成
	達成している
	☐
	達成していない
	☐

	６
	健康経営銘柄、健康経営優良法人（大規模法人・中小規模法人）の取得、又は、横浜健康経営認証のAAAクラス若しくはAAクラスの認証
	取得又は認証されている
	☐
	取得又は認証されていない
	☐



注：「有」にチェックしたものについては、確認ができる書類等の写しを提出してください。


（様式８）1/3
2/3

令和　　年　　月　　日

横浜市契約事務受任者


所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　


提案書の開示に係る意向申出書


　プロポーザル方式の実施に係る提案書の内容に対して、開示請求があった場合の取扱いについて次のとおり意向を申し出ます。

件名：令和７年度　防災人材育成実施支援業務委託　　


　　　　　　　　　　　　　　１．提案書の開示を承諾します。
上記の件について、
　　　　　　　　　　　　　　２．提案書の非開示を希望します。
	理由：


※本申出書は提案書の内容を非開示とすることを確約するものではありません。「横浜市の保有する情報の公開に関する条例」等関連規定に基づき、公開が妥当と判断される部分については開示する場合があります。


連絡担当者
所属
氏名
電話
ＦＡＸ



（様式９）1/3
2/3

辞 退 届
令和　　年　　月　　日
　横浜市契約事務受任者
業者コード　　
所在地　　　　
商号又は名称　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　

「令和７年度　防災人材育成実施支援業務委託」について、受託候補者となりましたが、都合により辞退します。


理　　　由





















	

